新しい公共の場づくりのためのモデル事業募集要項

平成２３年４月２２日

島根県ＮＰＯ活動推進室
１　趣　旨

内閣府が定める「新しい公共支援事業実施要領（平成23年2月）」及び「新しい公共支援事業の実施に関するガイドライン（平成23年4月）」、島根県が定める「島根県新しい公共支援事業基本方針・事業計画（平成23年4月）」及び「島根県社会貢献活動促進基金実施要綱（平成21年4月）」に基づき、地域における諸課題の解決に向けてＮＰＯ等、企業、行政などの多様な担い手が協働・連携して取り組む先進的な事業の中で、多様な担い手からなる新しい公共の体制を構築し問題解決を図り、そのプロセスが他の地域のモデルとなるような事業を募集します。
なお、東日本大震災への対応の諸課題解決に向けた取り組み（震災対応案件）についても、本事業の対象とします。
２　定　義

（１）新しい公共とは

　「官」だけではなく、県民、ＮＰＯ等や企業が積極的に公共的な財・サービスの提案及び提供主体となり、医療・福祉、教育、子育て、まちづくり、学術・文化、環境、雇用、国際協力等の身近な分野において共助の精神で行う仕組み、体制、活動など。

（２）ＮＰＯ等とは

　特定非営利活動法人、ボランティア団体、地縁団体、公益法人、社会福祉法人、学校法人等の民間非営利組織。
３　応募資格者
①ＮＰＯ等と県内各市町村又は島根県等を構成員に含む協議体
※協議体は以下の要件を満たすこと
・構成員、事務局、代表者、代表権の範囲、意思決定方法、解散した場合の地位継承者、事務処理・会計処理方法、運営に関して必要な事項について、規約その他の規程が作成されていること

・規約その他の規程に定めるところにより、一の手続きにつき複数の者が関与する等、事務手続きに係る不正を未然に防止する仕組みとなっており、かつ、その執行体制が整備されていること
②県内各市町村又は島根県等

※ＮＰＯ等との連携が必須

４　事業の採択要件

（１）　地域の諸課題の解決に向けた先進的な取り組みであり、他の地域のモデルとなるもの

（２）　ＮＰＯ等と県や市町村が多様な担い手（概ね５者以上）とともに協働して地域の諸課題に当たる仕組みを立ち上げ、新しい公共による取組みを進めるもの。

（３）　事業成果が一時的なものとならないように当該事業終了後もその仕組みを活用した取組みを継続させられるもの

５　事業の実施期間

平成23年7月から平成25年3月までを予定しています。

ただし、各年度においてその年度を実施期間とし、必要額を交付します。

　　　 ※平成24年度については、平成23年度の事業実施状況及び県の予算状況等により事業の継続の有無、額等を決定しますので御承知ください。

６　対象となる経費

（１）　対象となる経費

事業に必要な人件費（関係行政機関の恒常的職員に係る人件費を除く）、諸謝金（委員、講師等）、旅費（職員、委員、講師等）、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、使用料及び会場借料、募集広告費、計画策定費、委託費等

その他、事業を実施するために必要かつ適切な経費については、別途ご相談ください。

人件費及び報償費については、下記の金額を上限とします。
	区　　分
	１人当たり単価

	人件費
	①事業を運営するスタッフ
	8,475円/日　

	
	②アルバイト等
	6,000円/日　

	
	③有償ボランティア
	5,136円/日（最低賃金642円/時間）

	報償費（講師謝金等）
	①研修会等
	大学教授・准教授級　　　　　　　6,300円/時間
その他(専門的知見を要する場合)　5,100円/時間

その他　　　　　　　　　　　　　3,000円/時間

	
	②大規模な講演会等

	県外講師 100,000円/回　　県内講師 50,000円/回
（上記では招致できない著名な講師や、講義内容が高度・特殊な場合）

	
	③コーディネーター・
　パネラー
	県外講師　50,000円/回　　県内講師 25,000円/回
（シンポジウム等、コーディネーターとパネラーの役割に大きな格差がある場合は、適宜単価差を設けること）


なお、委託で実施する場合の間接経費（研修会参加経費、関係者との打合せ経費、参考図書購入費、事業活動PR費、事務用品費、電話代等）については、直接事業費５００万円未満の場合は３割、５００万円以上の場合は２割を上限として認めます。

また、施設等の整備及び設備備品の購入については、原則対象外とします。

ただし、申請事業を実施するに当たり、必要不可欠なものであり、終了後の取り扱いが明らかかつ確実なものについては、運営委員会で審査した後、対象経費の１／２を上限に認める場合もあります。
事業採択後、「協働に関する研修会」（事業開始時と中間の２回）にご案内しますので、ご参加いただきます。
（２）　対象外経費

経常的な経費、関係行政機関の恒常的職員に係る人件費

行政による他の補助金等に採択されている事業は対象外とします。ただし、補助対象部分が明確に区分できる場合はこの限りではありません。

また、行政による他の補助制度等の対象となりうる事業は当該補助制度等を優先活用することとし、当該補助制度等の活用が困難な場合は、本事業の対象として認めます。
（３）　金　額

１件の申請につき、１００万円から１０００万円までとします。（モデル事業の総予算は5,000万円程度）
（４）　収入額の返還

当該事業の実施により、発生した収入がある場合、得られた収入は対象事業費から差し引いてください。

７　募集期間

平成２３年４月２７日（水）から５月２７日（金）　までとします。（必着）

８　応募方法

応募する場合は、様式第１号～第３号（様式：下記ホームページからダウンロードまたは提出先に請求）及び添付書類を窓口へ提出してください。

また、書類の作成等について疑問な点がある場合も、窓口にお問い合わせください。

（様式のダウンロード）

島根県環境生活部環境生活総務課ＮＰＯ活動推進室　http://www.pref.shimane.lg.jp/npo/
①事業申請書（様式第１号）
②申請事業の概要（様式第２号）
③詳細説明資料（様式第３号）
④参考資料

・団体要件を満たすことがわかる規約その他の規程
・団体の活動内容及び提案事業を理解するために参考となる資料（添付任意、Ａ４サイズ１０枚以内）

提出先・相談窓口

	島根県環境生活部環境生活総務課NPO活動推進室
　〒690-8501　松江市殿町１番地　県庁６F　　　電話：0852-22-6099　　ファクシミリ：0852-22-5636
　　　E-mail：npo@pref.shimane.lg.jp


９　審　査

（１）　必要に応じ、追加資料の提出、提案内容の追加・修正、ヒアリング等の対応をお願いすることがあります。

（２）　選考は、民間有識者等で構成する審査会で行います（６月中旬を予定）。審査会は公開とし、企画内容についてのプレゼンテーションをしていただきます。

なお、審査に当たっては、必要に応じて事前に提案に関係する団体等に意見を求め、審査の参考とする場合があります。
＜審査基準＞
	区　　　　　分
	内　　　　　　　容

	支援事業の趣旨・目的に合致するか
	・支援事業の趣旨に合致するか

・目的、計画が妥当であるか

	地域の諸課題の解決に向けた先進的・発展的な取り組みであるか
	･事業に新規性・先進性はあるか
・事業により仕組みや社会を大きく変える成果を期待できるか

・事業に継続性・発展性・普及性はあるか

	ＮＰＯ等の提言などをもとにＮＰＯ等と都道府県・市町村が連携して実施主体になるものか
	・ＮＰＯ等と行政の連携があるか

・ＮＰＯ等が自発的・主体的に活動できる環境が整うことが期待できるか

	地域の諸課題解決のために多様な担い手からなる体制を整備できるか又は整備しているか
	・多様な担い手が関与する仕組みとなっているか

・事業終了後も体制が継続し、地域の課題解決に引き続き取り組めるか
・事業終了後の活動継続のため、人材育成につながる仕組みとなることが期待できるか


10　採択・決定

（１）　採択した事業については、実施方法・額などについて条件を付す場合があります。

（２）　額については、審査会後に経費の内容等を精査の上決定します。

11　事業実施

採択・決定された自治体等又は協議体に事業費を交付し、事業を実施していただきます。

12　事業評価と事業の継続

（１）　毎年度終了後、事業報告書を提出していただきます。

（２）　事業の継続は、事業の実施状況や次年度以降の事業計画の内容等については、審査の上、決定することとします。

13　情報公開

事業の実施状況及び前項の報告等の内容については、その概要等をホームページ等により広く紹介させていただきます。

14　その他
（１） 提出いただいた書類等については、返却しませんのでご留意ください。
また、提出いただいた提案内容は、事業名を除き公表しません。（採択された提案を除く）

（２） 申請に係る経費はすべて申請者の負担とします。

（３） 提出された書類に虚偽又は不正があった場合その他申請者及び関係者に不法又は不正な行為があった場合は、申請を無効とします。
15　震災対応案件
　東日本大震災への対応の諸課題解決に向けた提案事業については、緊急を要するなどやむをえない場合は、前述の規定にかかわらず、県の判断で採択する場合もあります。
様式第１号（新しい公共支援事業実施要領様式１１　第５の２(5)関係）
平成　　年　　月　　日
島根県知事　氏名　様
（団体・組織名）　　　　　　　　　　
　代表者の役職名及び氏名　　　　　印　
（都道府県・市町村名）　　　　　　
　代表者の役職名及び氏名　　　　　印　
（協議体名）　　　　　　　　　　　　
　代表者の役職名及び氏名　　　　　印　
新しい公共支援事業による支援の申請について
（新しい公共の場づくりのためのモデル事業分）
　新しい公共支援事業について、以下のとおり支援を申請する。
１．支援申請者情報（該当する□にチェック、以下同様）
（１）ＮＰＯ等
（複数のＮＰＯ等が協議体の構成員の場合、本事業の主担当者となるＮＰＯ等について記載）
	団体の種類
	□特定非営利活動法人　□公益法人　□社会福祉法人　□学校法人　
□地縁組織　□協同組合　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）
□任意団体（法人格なし）

	団体・組織名
	

	主たる事務所の所在地
	

	本件の担当者氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	ホームページ
	

	団体設立年月日
	西暦2000年00月00日

	法人設立登記年月日
	西暦2000年00月00日

	活動目的
	

	主たる活動範囲
	□市町村内（　　　　　　　　　　　　　　）　□都道府県内
□複数都道府県内（　　　　　　　　　　　）　□全国　□海外

	会員数（社員総数）
	

	事務局体制
	有給常勤（　）名　有給非常勤（　）名　無給常勤及び無給非常勤（　）名

	収入総額
	直近の事業年度（　　）百万円
（西暦2000年00月～2000年00月）


（２）都道府県・市町村等
	市区町村等名
	□市町村等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　□都道府県

	担当者部局名
	

	本件の担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


（３）協議体　
	協議体名
	

	構成員
	ＮＰＯ等（上記（１）以外）の名称
	

	
	市町村等（市町村名及び部局名）
	□市町村等（　　　　）□都道府県

	
	その他の団体・組織等の名称
	

	主たる事務所の所在地
	

	本件の担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


□
代表者が定められていること。
□
実施要領第５の２の(5)の④のウの事項を定めた協議体の規約等が作成されていること。（当該規約等を添付すること）
□　
規約その他の規程に定めるところにより、一の手続につき複数の者が関与する等、事務手続に係る不正を未然に防止する仕組みとなっており、かつ、その執行体制が整備されていること。
２．支援を申請するモデル事業情報
　　別紙を参照。
３．モデル事業としての要件等の確認（自己申告）
　(1)当該モデル事業は、下記の事項に該当することを申告する。
□　地域の諸課題の解決に向けた先進的な取組であり、他の地域のモデルになるものであること。
□
ＮＰＯ等と都道府県・市区町村は、当該モデル事業の実施にあたり、多様な担い手（ＮＰＯ等、企業、行政を可能な限り含み、その構成メンバーは概ね５団体以上の幅広い参画を目標とする。）が協働して、自ら地域の諸課題に当たる仕組みによる会議体（以下「会議体」という。）を立ち上げ、「新しい公共」による取組を進めるものであること。
□　事業成果が一時的なものとならないように、当該モデル事業終了後もイの会議体を活用した取組を継続させる予定であること。
(2)当該モデル事業は、
□下記の項目に該当する。

□下記の項目に該当しない。　
・
応募した事業案件の目的・計画に沿って参加・活動する関係ＮＰＯ等の活動基盤整備、寄附募集、融資利用などの人材、情報、資金、仕組み面の取組の強化等、ＮＰＯ等に対する支援を主な目的の一つに含むものであること。
４．必要とする支援額
	支援額（千円）
	

	内訳
	(1) ○○○○のための○○○○係る経費（内訳　○○○○、○○○○）　
(2) ○○○のための○○○○係る経費（内訳　○○○○、○○○○）　
(3) ○○○のための○○○○係る経費（内訳　○○○○、○○○○）　
合計○○千円（支援額の必要な時期）2000.00～○○千円、2000.00～○○千円


５．情報開示の状況（標準開示フォーマットによる情報開示の状況及び予定）
※ 関連するＮＰＯ等（ＮＰＯ等が複数の場合、本事業の中心的なＮＰＯ等及び助成を受ける予定のＮＰＯ等）について記載
※ 島根県における標準開示フォーマットによる情報開示は、しまね地域ポータルサイト「だんだん」（http://shimane.canpan.info/）内の認証団体（http://shimane.canpan.info/dantai_list.html）としての情報開示によります。
□既に開示済み　　http://www.000.000.or.jp　　　　　　　
　　□今後開示予定（2000年00月頃開示予定）
６．財務報告の状況
※ 関連するＮＰＯ等（ＮＰＯ等が複数の場合、本事業の中心的なＮＰＯ等及び助成を受ける予定のＮＰＯ等）について記載
□当該団体・組織等は、理解しやすい財務報告であることを申告する。（自己申告）
　　http://www.000.000.or.jp　　　　　　　
　　□今後、財務報告を改善する予定（2000年00月頃まで）
７．都道府県による情報開示及び運営委員会の評価への協力等
　　□今後、以下の事項を誠実に実行する。
　　　　　　　　ア　実施要領第４の８に基づく報告（様式４、４－３）、自己評価及び運営委員会による第三者評
価への協力
　　　イ　実施要領第４の１３の(2)に基づく検査への協力
　　　ウ　実施要領第５の７の(2)に基づく調査への協力
８．添付書類
（１） 協議体が申請する場合、協議体の規約等
（２） その他参考となる書類
様式第２号（新しい公共支援事業実施要領様式１１別紙　第５の２(5)関係）
支援を申請するモデル事業
（新しい公共の場づくりのためのモデル事業分）
	モデル事業名
	

	分類
	※チェックは不要です（県で記載）　□一般枠　　□ＮＰＯ支援重点化枠　　□震災対応

	事業実施主体名
	

	事業概要
	※ 事業の概要が分かるように、100～150字程度で簡潔にまとめて記載してください。

	事業内容
	※ 事業の背景・目的、内容、実施計画、実施体制（直接、委託、助成を含めて）、支援費の配分、概略スケジュール、期待される成果等について記載してください。
※ その際には、モデル事業としての要件（実施要領第５の２の(5)③の要件）や審査の視点（支援事業の趣旨との関係、目的及び計画等の妥当性、事業の波及効果、事業の継続性・発展性、新規性・先導性等）を踏まえて、記載してください。


	マルチステークホルダー（会議体）の体制及び取組予定
	

	支援額／全体事業費
	　　　　　　　　千円　／　　　　　　　　　千円


	事業期間
	西暦2000年00月～2000年00月頃


様式第３号

新しい公共の場づくりのためのモデル事業　詳細説明資料

１．関係（構成）団体概要
	団体名
	団体概要

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


２．事業目標等
	１
事業の成果目標
	「ガイドライン」等をご参照の上、事業の成果目標について、可能な限り数値を用いて具体的に記載してください。


	２
事業の改善効果
	サービス内容やコスト面等この事業で改善されることを記載してください。


	３
事業の新規性・先進性
	事業の新規性・先進性を記載してください。



	４

事業のモデル性
	事業の普及性のほか、この事業がどのように仕組みや社会を変えられるかといった期待される成果を記載してください。


	５
多様な担い手との連携等


	関係する多様な主体との連携（関係市町村との関係を含む）の現状、今後の見通し、この事業において期待する具体的な役割分担について記載してください。


	６
事業の継続性・発展性

（多様な担い手からなる体制の整備・継続）
	継続性・発展性について、事業期間中にどのように多様な担い手からなる体制を整備し、事業終了後、活動をどのように継続させていくか、また、発展させていくか人材育成の観点も含めて記載してください。


	７
特記事項


	（特に説明しておきたい事項は、この「特記事項」欄に記載してください。）



３．収支予算関係
（１）収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　分
	見 積 額
	平成２３年度

見積額
	平成２４年度

見積額
	積算根拠（数量、単価等）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


（２）支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	見 積 額
	平成２３年度

見積額
	平成２４年度

見積額
	積算根拠（数量、単価等）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


様式４（新しい公共支援事業実施要領第４の８関係）
文書番号
平成　　年　　月　　日
島根県知事　殿
（団体・組織名又は市区町村等名）　　　　
　代表者の役職名及び氏名　　　　　　　印　
新しい公共支援事業に関する報告について
　新しい公共支援事業について、以下のとおり支援の成果及び自己評価等を報告する。
１．報告者の位置づけ（該当する□にチェック）
　□　支援対象者（活動基盤整備支援、寄附募集支援、融資円滑化支援）
　□　支援対象者（つなぎ融資への利子補給）
　□　事業実施主体（新しい公共の場づくりのためのモデル事業）
　□　事業実施主体（社会イノベーション推進のためのモデル事業）
　□　都道府県から業務を受託した中間支援組織等
２．新しい公共支援事業に係る成果
① 支援対象者（活動基盤整備支援、寄附募集支援、融資円滑化支援分）の場合、様式４－１を参照。
② 支援対象者（つなぎ融資への利子補給分）の場合、様式４－２を参照。
③ 事業実施主体（新しい公共の場づくりのためのモデル事業分）の場合、様式４－３を参照。
④ 事業実施主体（社会イノベーション推進のためのモデル事業分）の場合、様式４－４を参照。
⑤ 都道府県から業務を受託した中間支援組織等の場合、様式４－５を参照。
　
３．添付書類
　（１）上記２．において参照する様式及び別紙
　（２）その他参考となる書類
様式４－３（新しい公共支援事業実施要領第４の８関係）
新しい公共支援事業の成果等報告
（新しい公共の場づくりのためのモデル事業分）
１．成果等報告 

	モデル事業名
	

	分類
	□一般枠　　□ＮＰＯ支援重点化枠　　（該当するものにチェック）

	事業実施主体名
	

	実施期間
	

	支援額
（注釈参照）
	※ 支援額は総額及びその内訳を記載してください。


	マルチステークホルダー（会議体）の取組状況
	

	事業概要
	※ 事業の概要が分かるように、100～150字程度で簡潔にまとめて記載してください。

	事業内容

	※ 事業内容、実施事項、実施方法、実施の分担（直接、委託、助成を含めて）等について記載してください。
※ 委託・助成した団体等がある場合、当該団体名等について記載してください。


	得られた成果及び自己評価
	※支援の成果、波及効果、今後の展望等のアウトカムとともに、自己評価を記載してください。


	
	評価ランク
	□Ｓ：特に優れた成果が得られた　□Ａ：優れた成果が得られた　□Ｂ：一定の成果が得られた　□Ｃ：限定的であるが成果が得られた　□Ｄ：成果が得られなかった
（該当する評価にㇾを付けてください。）


（注） 当該支援額により取得し、又は効用の増加した価格が50万円以上の機械及び器具等がある場合、別葉にて、機械等の名称、価格、管理者及び耐用年数等を明記すること。
２．添付書類
　　その他参考となる書類
整理番号











整理番号




















整理番号





整理番号
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